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地方公営企業の資本ス トックの試算

公営地下鉄のケース

田 中 智 泰

概要 本研究の目的は,わ が国の公営地下鉄の資本ストックを推計することである。推計す

る期間は1976年 度から2007年 度で,粗 資本ス トックと純資本ス トックの両方推計する。最初

に資本ス トックの具体的な推計方法について説明し,次 に事業者別に推計結果を提示する。

推計した結果,公 営地下鉄の資本ス トックは相次ぐ新線開業によって増加が続いている。し

かし,新 線開業がない事業者の資本ストックは大きく変化していないか減少している場合が

あるということが明らかになった。また,多 くの事業者で資本ス トックの増加ほど輸送量は

増加していないことも明らかになった。

Abstract The aim of this paper is to estimate the capital stock in Japanese public 

subway. The series cover the period from 1976 to 2007. We estimate both the 

gross capital stock and the net capital stock. We explain how we estimate the capi-

tal stock in the public subway and show the estimation results of the capital stock 

company by company. As a result, subway companies continue to open new lines 

and capital stocks increase over time. However, if a subway company does not 

open a new line, the capital stock does not change substantially or decreases. In 

most companies, the passenger—kilometer does not increase compared with the cap-

ita stock.
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1は じ め に

企業の生産構造や費用構造に関する実証分析を行ったり,生 産性の計測を行った りする

には,生 産要素についてのデータを入手する必要がある。生産要素に関するデータの中で

比較的入手困難なものは資本ス トックである。 したがって,資 本ス トックのデータを入手

するには,入 手可能なデータを加工 して推計することが必要になって くる。

わが国の場合,マ クロレベルでの資本ス トック統計は,内 閣府(旧 経済企画庁)が1950

年代か ら推計 し公表 してきた。また,都 道府県 レベルにおいても,推 計対象や推計期間に

ついて十分ではないものの,資 本ス トックの推計と公表がなされている。マクロレベルや

都道府県 レベルで生産構造や費用構造分析を行うには,こ れ らの公表されたデータが利用

可能であるが,事 業者 レベルで分析を行うには独自に推計する必要がある。

本研究の目的は,わ が国の公営地下鉄の資本ス トックを事業者別に推計することであ

る。推計する資本ス トックは,固 定資産の除却のみを考慮 した粗資本ス トックと,除 却と

資本減耗の両方を考慮 した純資本ス トックの2種 類である。推計する期間は1976年 度から

2007年 度で,推 計の対象となるのは償却資産のみである。資本ス トックを推計する際,建

設仮勘定を含めた進捗ベースで推計する場合があるが,本 研究では,地 下鉄の輸送サービ

スの生産に貢献する範囲に限定 し,建 設仮勘定を含まない取付べ一スで資本ス トックを推

計する。

本研究の構成は次のとおりである。2節 では,公 営地下鉄9事 業者の概要について説明

する。3節 では,資 本ス トックの代表的な推計方法とわが国の資本ス トック統計について

説明する。4節 では,粗 資本ス トックと純資本ス トックの具体的な推計方法の説明と推計

した結果について報告する。最後に5節 では,本 研究の結論と今後の課題を提示する。

2公 営地下鉄の概要

わが国の公営地下鉄事業ωは,東 京都と8政 令指定都市(札 幌市,仙 台市,横 浜市,名

古屋市,京 都市,大 阪市,神 戸市,福 岡市)に よって運営されている。最初に事業を開始

したのは1933年 の大阪市である。戦後 になると,1950年 代か ら60年代にかけて名古屋市

(1)東 京地下鉄株式会社(旧 帝都高速度交通営団)は 除き,「地方公営企業年鑑』に記載 され,実

際に地下鉄の運行を行っている事業者である。
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地方公営企業の資本ストックの試算(田 中)

(1957年)と 東京 都(1960年)が,1970年 代 に札幌 市(1971年),横 浜 市(1972年),神 戸

市(1977年)が,1980年 代 に福 岡市(1981年)と 仙台市(1987年)が 地下鉄事業を開始 さ

せ た。

表1で は,2007年 度 における公営地下鉄9事 業者の規模を示 して いる。公営地下鉄全体

の規模 は,営 業キ ロは535.8km,走 行 キ ロは4.2億km,旅 客 人キ ロは191億 人km,旅 客 収

入 は4,757億 円 であ る。 営業キ ロ と運 輸収入 では大阪市 の規 模が一番 大 きいが,走 行 キ ロ

と旅客人 キロで は東京都の ほうが大 きい。

図1で は,1980年 度 か ら2007年 度 までの公営地下鉄9事 業者の営業キ ロと旅客人キ ロの

推移 を示 して いる。 これ によると,営 業 キロ数 は1980年 度 以降 ほぼ一貫 して増加 し続 けて

いる。 しか し,旅 客人 キロは,1990年 代 まで増加が続 いて いたが,1990年 代 半 ば以降 は,

表12007年 度 公営地下鉄の規模

運輸収入

(百万円)

旅客人キロ

(百万人km)

走行キロ

(千km)

営業キロ

(km)

122,332

36,041

10,868

31,982

70,063
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145,012
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出所:「 地方公営企業年鑑』(総 務省)。
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図1公 営地下鉄の営業キロと旅客人キロ
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新線開業の影響を除けばほぼ横ばいで推移 している。バブル崩壊以降の景気の低迷や少子

高齢化,そ してモータリゼーションの影響を受け,地 下鉄の輸送量は伸び悩んでいるが,

営業キロ数は増加 している。

表2は1970年 度か ら2007年度までの公営地下鉄9事 業者の損益と企業債元利償還金の推

移である。経常収益の7割 以上を占めている料金収入は,新 線開業の影響もあり増加が続

単位:億 円表2公 営地下鉄の損益と企業債元利償還金

19901985198019751970年度

5,2673,7382,6131,257426総収益

4,9843,6902,5931,257415経常収益

3,585

3,390

478

709

2,662

2,551

539

413

1,587

1,513

573

372

741

697

281

221

316

292

56

39

営業収益
うち料金収入
国庫(県)補 助金
他会計補助金

2834820111特別利益

5,8394,5443,0161,429607総費用

5,7924,5342,9941,429594経常費用

3,539

1,684

1,178

2,187

2,618

1,334
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1,817

1,854

1,069
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1,114
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615
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営業費用
うち職員給与費
うち減価償却費
支払利息

471022012特別損失
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▲401
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▲172

▲172

▲179
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経常損益

純損益

3,4382,5691,552626337企業債元利償還金

20072006200520001995年度
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うち料金収入
国庫(県)補 助金
他会計補助金

40223210399特別利益

5,6915,7256,1116,8796,408総費用

5,6805,7015,8706,5116,407経常費用

4,316

1,453

1,691

1,300

4,277

1,483

1,654

1,358
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1,702

1,441

4,596
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4,209

1,888
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2,136
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うち職員給与費
うち減価償却費
支払利息

11242413681特別損失
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出所:『 地方公営企業年鑑」(総 務省)。
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いているが,2000年 度以降は増加のペースが鈍化 している。経常費用も2000年 度まで増加

が続いていたが,そ れ以降は減少が続いている。経常費用に占める職員給与費の割合は,

1970年 代は30%を 超えていたが,1980年 代か ら1990年代は横ばいで推移 し,1995年 度以降

低下が続いている。一方,営 業費用に占める減価償却費と支払利息の割合はほぼ50%を 超

える水準で推移 しており,資 本費が大きな割合を占めている。料金収入に占める企業債元

利償還金の割合は,1970年 代から1990年 代にかけて100%を 超えている(1975年 度は除 く)。

その後,低 金利により企業債利息の減少か ら割合は低下 していき,2000年 代には70%超 の

水準である。

経常損益と純損益の推移は,1980年 代以降,赤 字額が増加 していき1990年 代にピークを

迎えている。2000年 代に入ると,徐 々に赤字額が減少 し,2007年 度になって黒字に転換 し

ている。これは,資 本費負担は大きいものの,人 件費の削減などの経営合理化の影響で,

事業者の経営状況が好転 しているものと考え られる。 しか しながら,2007年 度になって全

体で黒字になったとはいえ,個 別の事業者の損益をみてみると,黒 字になっているのは東

京都,札 幌市,大 阪市の3事 業者のみで,他 の6事 業者は赤字である。また,経 常収益の

中には,国 や都道府県,当 該市か らの移転収入が含まれるため,こ れらの移転収入を除い

て考えると,黒 字になるのは大阪市だけとなる。つまり,依 然として公営地下鉄事業の経

営状況は極めて厳 しい状況にあるといえる。

3資 本 ス トックの推計

3.1資 本ス トックの推計方法

内閣府政策統括官(2007)に 基づき資本ス トックの代表的な推計方法について説明する。

(1)恒 久 棚卸法(PI法)

恒 久棚卸法(PerpetualInventoryMethod,以 下PI法 と略す。)は,実 質化 した新設

投資額 を毎年度積み上 げ,耐 用年数の経過な どで機能を果 たさな くな った資産を除却す る

ことによって資本 ス トックを推計す る方法で ある。 ある時点 における固定資産調査がな さ

れて いない場合 は,こ のPI法 を 用 いて資本 ス トックを推計す ることが多 い。

PI法 による推計式は以下の とお りであ る。
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'=∫一班 十1

た だ し,、 κ'年 に お け る 資 本 ス ト ッ ク,
'

ろ'年 における新設投資額,

駕:耐 用年数。

この手法を採用するためには,次 の3つ の条件が満たされてなければな らない。第1

に,一 貫 した過去の投資系列が耐用年数以上間断な く得 られることである。第2に,現 実

の資産の耐用年数に近い値で,耐 用年数が推定できることである。第3に,名 目投資額を

実質化するための物価倍率が長期にわたって入手できることである。ただ し,耐 用年数が

過ぎると,即 座に固定資産が除却されるというサ ドンデス除却を仮定 してお り,除 却につ

いてきつい仮定を置いた推計方法といわざるを得ない。

(2)基 準 年次法(BY法)

基 準年次法(BenchmarkYearMethod,以 下BY法 と略す。)は,あ る基準年の資本

ス トックを確定 し,そ れ以降の投資額 と除却額 を加減す ることによって資本 ス トックを推

計す る。 内閣府社会経済研究所が公表 して いる 『民間企業資本 ス トック年報』 は,国 富調

査が行われ た1955年 と1970年 を 基準年 と してBY法 で資本 ス トックを推計 して いる。

BY法 による推計式 は以下の とお りであ る。

ただ し,K,'年 にお ける資本 ス トック,

'年 にお ける新設投資額,

'年 にお ける除却額,

:基 準年。

ろ

R∫

ゐ

先述 したPI法 では,長 期の新設投資額 とそれに対応するデフレータが存在 しなければ

推計できないが,BY法 にはそのような制約はなく,基 準年における固定資産調査がなさ

れている場合はこれが有効な方法である。ただ し,基 準年の資本ス トックが確定 しない場
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合は推計できないことや,基 準年以前の除却額に関する正確なデータが得ることが困難で

あるという短所がある。

(3)物 量 的 ス トック法(PS法)

物 量 的ス トック法(PhysicalStockValueMethod,以 下PS法 と略す。)は,時 系列

的な物量 データに平均単価を乗 じることによ り,資 本 ス トックを推計す る方法で ある。

PS法 によ る推計式は以下の とお りであ る。

ノ

た だ し,K:'年 に お け る 資 本 ス ト ッ ク,
'

与 ・鋤 の'*年(聯 年)に おける単価・

9ノ、:ノ 財の'年 における物理的存在量。

この方法は,物 量ベースの統計が整備 されている場合 には有効である。ただし,種 類別,

構造別資産を細分化 した推計ができない場合,固 定資産の質的変化や性能変化を考慮する

ことができないという短所がある。

3.2資 本 ス トック統計

わが国の マクロ レベルでの資本 ス トック統計 は,内 閣府(旧 経済企画庁)に よって整備

されて きた。 まず,『 国民経済計算年報』(内 閣府)で は,非 金融法人企業,金 融機関,一

般政府,対 家計民間非営利団体,家 計(含 む個人企業)の5つ の所有者別 と,住 宅,住 宅

以外の建物,そ の他の構築物,輸 送用機械,そ の他の機械 ・設備,育 成資産の6品 目別 に

純資本 ス トックが公表 されて いる(2)。しか し,こ の統 計は,民 間部門 と公 的部 門に区別を

す ることがで きな いという問題点が ある(増 田,2000)。

民 間企業の資本 ス トックで は,「 民 間企業資本 ス トック年報』(内 閣府)に,民 間10部 門

(農林 水産業,鉱 業,建 設 業,製 造業,卸 小売 業,金 融保 険業,不 動産業,運 輸通 信業,

電 気 ガス水道業,サ ー ビス業)の 粗資本 ス トック,新 設投資額,そ して除却額が記載 され

て いる。 この統計 は,1955年 と1970年 に行 われた国富調査 の結 果を もとに,BY法 で 推計

(2)最 新(「平成20年 度 国民経済計算年報』)で は,1980暦 年から2008暦 年の数値が公表されている。
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を行 って いる(3)。

一 方
,政 府が投資主体 とな る社会資本 ス トックの推計 につ いて も,内 閣府(旧 経済企画

庁)に よって行 われて きた(4)。最 も古 いのは『経済審議会地域部会報告検討資料集』で,1953

年 度 か ら1963年 度 につ いて都道府県別 に交通通信,生 活環境,国 土保全,農 林水産業な ど

26部 門の社会資本 ス トックの推計 を行 って いる。 その後,国 富調査を経て,経 済企画庁総

合計画局(1986)が1953年 度 か ら1982年 度 までの長期の ス トック系列を推計 し,経 済企画

庁総合 計画局(1998),内 閣 府政策統括 官(2002,2007)が そ れを引 き継 ぎ2003年 度 まで

延長 して いる。全国 レベルの推計範囲 は20部 門,都 道府県 レベルの範 囲は14部 門である(5)。

経 済企画庁総合計画局(1986,1998)お よ び内閣府政策統括官(2002,2007)の 全 国 レ

ベルの推計方法 は,主 にPI法 とBY法 で ある。長期の投資系列が入手可能な部門,す な

わ ち,道 路,港 湾,旧 日本国有鉄道,日 本鉄道建設公団等,地 下鉄等,旧 日本電信電話公

社,治 山,治 水,農 林漁業 の9部 門はPI法 を 用 いて いる。 また,過 去 の投資系列 が利用

可能で はない航空,下 水道,廃 棄物処理,水 道,都 市公園,文 教施設,海 岸,郵 便,国 有

林,工 業用水道 の10部 門 につ いては,『 経済審議会 地域部会報告 検討資料集』 に記載 され

た1963年3月 の ス トックをベ ンチマークと してBY法 による推計で ある。な お,物 量べ一

スで ス トックを把握で きる公共賃貸住宅 はPS法 で推計 してい る(6)。

この ように,旧 経済企画庁時代か らマクロ レベルな い し都道府県 レベル にお ける資本 ス

トックの推計が行われて きた。 マクロ レベルや都道府県 レベルで生産構造や費用構造 に関

す る分析 を行 うには,こ れ らの データが利用可能で あるが,事 業者 レベルでの分析をす る

には独 自に資本 ス トックを推計す る必要が ある(7)。

(3)都 道 府 県 レベ ル にな る と,『 経 済 審 議 会 地 域 部 会 報 告 検 討 資 料 集 」(経 済 企 画 庁)に お い て,1953

年 か ら10年 に渡 って,農 林 水 産 業,鉱 業,製 造 業,金 融 保 険 業,不 動 産 業,運 輸 通 信 業,サ ー ビ

ス業 の7部 門 につ い て 資 本 ス トッ クの 推 計 を 行 って い るが,そ れ 以 降 は ま った く存 在 しな い 。 地

域 レベ ル で の 生 産 関 数 を 用 い た 分 析 を 行 う場 合 は,分 析 者 が 独 自 に資 本 ス トッ クを 推 計 して い る

(た とえ ば,MizutaniandTanaka,2010)。

@)戦 前 の 社 会 資 本 ス ト ックの 推 計 に は大 川 ほか(1966)が あ る。

(5)全 国 レベ ル の 推 計 部 門 は,道 路,港 湾,航 空,旧 日本 国有 鉄 道(JR),日 本 鉄道 建設 公 団 等,

地 下 鉄 等,旧 電 信 電 話 公 社(NTT),公 共 賃 貸 住 宅,下 水 道,廃 棄 物 処 理,水 道,都 市 公 園,文

教 施 設(学 校 施 設 ・学 術 施 設 ・社 会 教 育 施 設 ・体 育 施 設 ・文 化 施 設),治 山,治 水,海 岸,農 林

漁 業(農 業 ・林 業 ・漁 業),郵 便,国 有 林,工 業 用 水 道 で あ る。 都 道 府 県 レベ ル の 推 計 部 門 は,

道 路,港 湾,空 港,公 共 賃 貸 住 宅,下 水 道,廃 棄 物 処 理,水 道,都 市 公 園,文 教 施 設,治 山,治

水,海 岸,農 林 漁 業(農 業 ・漁 業),工 業 用 水 道 で あ る。 都 道 府 県 につ い て は,1955年 度 以 降2000

年 度 まで の5年 間 隔 と2003年 度 の 推 計 結 果 で,毎 年 で は な い 。

(6)地 域 レベ ル の 社 会 資 本 ス トッ クの 推 計 も,地 域 レベ ル の 分 析 を 行 う分 析 者 が 推 計 を 行 って い る

(た とえ ば,MizutaniandTanaka,2010)。

(7)た とえ ば,鉄 道 事 業 にお け る生 産 性 分 析 で は,中 島 ・福 井(1996),織 田 ・大 坪(2000),中 島

(2001),MizutaniandUranishi(2007),中 山 ・田 中(2009),田 中(2010)な ど が あ る。
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4事 業者別資本 ス トック

4.1実 質投資額の推計

事業者別資本ス トックの推計には,事 業者別の新設投資額を推計 し実質化 した数値が必

要である。最初に,事 業者別の実質投資額の推計方法について説明する。事業者別の新設

投資額を直接知ることはできないので,『地方公営企業年鑑』に記載された事業者別の数値

をもとに以下のように推計する(8)。

ただし,刀 〉耽,≠ 年度における事業者 ∫の新設投資額(名 目),

Z48〃'年 度期末における事業者 ∫の償却資産(9)(『地方公営企業年鑑』

よ り),

R,,'年 度 にお ける事業者 ∫の除却額,

ろパ'年 度における事業者 ∫の実質投資額,

D研'年 度におけるデフレータ(日 本銀行時系列統計データより 「資

本財価格指数」⑩)。

除却額は前期末の償却資産に除却率を乗 じて求める。

(8)単 純に,償 却資産の増分を新設投資額とすることも可能であるが,い くつかの事業者で償却資

産の増分がマイナスになるケースが存在する。このため,新 規に投資した分と設備を除却した分

を明確にするため,(4)式 の方法で新設投資額を定義する。

(9)「 地方公営企業年鑑』の貸借対照表には,「有形固定資産計」の内訳として,「土地」,「償却資産」,

「減価償却累計額」(控 除項目),「 建設仮勘定」がある。本来,有 形固定資産計=土 地+償 却資産
一減価償却累計額+建 設仮勘定

,が 成立するはずであるが,こ の関係が成立しない事業者が一部

存在する。これらの事業者の償却資産の数値は,『地方公営企業年鑑』に記載された数値を用い

ず,有 形固定資産計一土地+減 価償却累計額一建設仮勘定,で 計算した数値を用いる。ただし,

1995年 度の京都市の 「償却資産」の数値は異常値と考えられるので,1995年 度の京都市の 「償却

資産」の数値は,1994年 度 と1996年 度の平均値とする。

⑩ 内閣府政策統括官(2007)に 「地下鉄等デフレータ」が2003年 度 まで記載されている。 この

「地下鉄等デフレータ」で実質化した場合と,「資本財価格指数」で実質化した場合で,資 本ス トッ

クの推計結果に大きな差がなかったため,「 資本財価格指数」で実質化した結果のみ報告する。
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ただ し,γ"'年 度 にお ける事業者 ∫の除却率。

ここで,除 却率は公営地下鉄 に関連する統計から得 ることができないので,『法人企業統

計調査』(財務省)の 陸運業の関連項目より次のように求める(ll)。除却率は事業者間で不変

とする。

γ,,(=乃)=[そ の他の有形固定資産減少額('年 度期末)一 減価償却費('年)]

÷その他の有形固定資産額('年 度期首)(7)

しか しなが ら,1995年 の阪神大震災の影響を考慮するため,1994年 度の神戸市営地下鉄

の除却率は,通 常の固定資産の除却に加え震災の被害額を考慮 して,

とす る。0.0246は,1993年 度 期末有形固定資産額(1,709億 円)に 占める阪神大震災の復 旧

費用(42億 円)の 割合で ある⑫。

4.2粗 資本ス トックの推計

最初に粗資本ス トックの推計を行う。粗資本ス トックは,固 定資産の除却のみを考慮 し

て推計する資本ス トックである。事業者別の粗資本ス トックは以下の式で推計する。

ただ し,Kノ:∫ 年度期末 にお ける事業者 ∫の粗資本 ス トック,

:'年 度における事業者 ∫の実質投資額,

:'年 度における事業者 ∫の除却率。

1
π

7π

(ll)こ の方法は,内 閣府政策統括官(2007)で 民間鉄道およびJRの 資本ストックの推計で用いた

方法を参考にしている。

⑫ 復旧費用が被害額と同額と仮定する。復旧費用は阪神・淡路大震災調査報告編集委員会(1998)

か ら得ている。
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推 計 のベ ンチマー クは1976年 度 期首資本 ス トックと し⑱,1976年 度 期首 の 「償却 資産」

を実質化 したもの とす る。つ ま り,

で ある。

4.3純 資本ス トックの推計

次に,純 資本ス トックの推計を行う。純資本ス トックは,固 定資産の資本減耗と除却を

考慮 して推計する資本ス トックである。粗資本ス トックの場合,資 本ス トックは除却され

るまで100%の 生産能力を維持 し,除 却 と同時に生産能力をすべて失うと考えられる。 し

か し,資 本ス トックは使用されると劣化 していくのが一般的であり,操 業度の違いによる

減耗の違いを考慮 しない粗資本ス トックは問題がある。それに比べ,純 資本ス トックは除

却 していない資本ス トックか ら経過年数に応 じた減耗分を差 し引 くことによって,生 産能

力を反映 した資本ス トックを算出するものである⑭(増 田,2000)。

事業者別の純資本ス トックの推計式は,

ただ し,K『 が:'年 度 期末 における事業者 ∫の純資本 ス トック,

δ∫、:'年 度 における事業者1の 減価償却率。

で ある。 ここで,減 価償却率 は,

'年 度における事業者 ∫の減価償却費(『 地方公営企業年鑑』よ

り),

'年 度期末における事業者 ∫の減価償却累計額(「 地方公営企業

ただし,DEC〃

.4DE
μ

⑱1976年 度 に開業 していない事業者は,開 業の翌年度期首をベンチマークとする。

ω 野村(2004)で は,粗 資本ストックと純資本ス トック以外に,生 産的資本ストックという概念

について説明 している。
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年鑑』 よ り)。

で ある。

推計のベ ンチマークは1976年 度 期首資本 ス トックと し,1976年 度 期首の 「償却資産」か

ら 「減価償却累計額」 を除 いた額 を実質化 したもの とす る。つ ま り,

で ある。

4.4推 計 結 果

事業者別の粗資本 ス トックと純資本 ス トックの推計結果 は表3の とお りで ある(資 本 ス

トックの金額 はすべて2000年 基 準であ る)。 東京都 は,1976年 度 の粗資本 ス トックは1,890

億 円,純 資本 ス トックは1,650億 円 で,2007年 度 の粗資本 ス トックは21,860億 円,純 資本 ス

トックは16,010億 円 である。粗資本 ス トックは11.6倍,純 資本 ス トックは9.7倍 に増加 して

いる。純資本 ス トックと粗資本 ス トックの比率(以 下で は,N/G比 率 と略す。)は,1976

年 度 は86.9%で,2007年 度 は73.2%で あ る。2000年 度 まで低下 していたが,大 江戸線 開通

で2000年 度 以降再 び上昇 して いる。

札幌市 は1976年 度 の粗資本 ス トックは440億 円,純 資本 ス トックは380億 円で,2007年 度

の粗資本 ス トックは1976年 度 比16.1倍 の7,090億 円,純 資本 ス トックは1976年 度 比11.3倍 の

4,290億 円 で ある。N/G比 率 は,1976年 度 は86.6%で,2007年 度 は60.5%で あ る。1976年

度 のN/G比 率 は東京都 とほぼ同 じ水準 であ ったが,2007年 度 で は札幌市の方が10%以 上

低下 して いる。 これ は,札 幌市が東京都 ほど新設投資 を行 ってお らず,資 本 ス トックの償

却が進んで いることを意味す る。

仙台市 は他の事業者の 中で最 も開業時期が遅 く,資 本 ス トックのベ ンチマー クは1988年

度 であ る。1988年 度 の粗 資本 ス トックと純資 本 ス トックは1,860億 円,2007年 度 の粗 資本

ス トックは2,140億 円,純 資本 ス トックは1,250億 円 であ る。粗資本 ス トックは1.2倍 に増加

して いるが,資 本 減耗 を考慮 した純 資本 ス トックは33%減 価 してい る。 これは,開 業以来,

目立 った新線開業がな いためで ある。N/G比 率 を見 る と,1988年 度 は100.0%で あ るの に

対 し,2007年 度 は58.6%で あ り,資 本 ス トックの償却を考慮す る と価値 は40%以 上 目減 り

して いる。
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表3粗 資本ストックと純資本ス トック

単 位:10億 円粗資本ストック

福岡市神戸市大阪市京都市名古屋市横浜市仙台市札幌市東京都

101

234

280

332

347

654

667

45

47

106

190

214

223

465

475

251

332

512

849

1,026

1,450

1,627

1,961

98

98

178

201

497

574

584

103

226

360

580

778

888

1,150

1,174

26

90

208

263

409

589

620

634

186

187

197

202

210

214

44

177

287

495

583

656

690

709

189

521

547

676

859

1,133

2,124

2,186

1976

1980

1985

1990

1995

2000

2005

2007

単位:10億 円純資本ストック

福岡市神戸市大阪市京都市名古屋市横浜市仙台市札幌市東京都

99

216

227

251

237

521

518

45

39

86

141

145

133

340

338

197

254

384

655

712

993

1,060

1,356

95

86

151

151

410

445

443

87

192

296

480

611

635

825

819

23

79

187

216

327

463

450

449

186

171

151

133

124

125

38

148

221

388

421

433

421

429

165

477

449

526

629

797

1,597

1,601

1976

1980

1985

1990

1995

2000

2005

2007

純資本ストック/粗資本ス トック 単位:%

福岡市神戸市大阪市京都市名古屋市横浜市仙台市札幌市東京都

gz9

92.5

80.9

75.6

68.2

79.7

77.8

99.5

83.1

80.8

74.3

67.8

59.7

73.1

71.2

78.7

76.7

75.0

77.1

69.4

68.5

65.1

69.1

9Z5

88.1

84.5

74.9

82.5

77.6

75.8

84.7

85.3

82.2

82.8

78.5

71.5

71.8

69.8

90.0

87.5

90.2

82.2

80.0

78.6

72.6

70.9

100.0

91.8

76.7

65.8

59.0

58.6

86.6

83.8

77.0

78.4

72.2

66.0

61.0

60.5

86.9

91.6

82.2

77.8

73.2

70.3

75.2

73.2

1976

1980

1985

1990

1995

2000

2005

2007

注:斜 体は推計開始年度初の数値である(仙 台市は1988年 度,京 都市と福岡市は1982年 度,神 戸市は

1977年 度)。

横浜市の1976年 度 の粗資本 ス トックは260億 円,純 資本 ス トックは230億 円で ある。2007

年 度 で は,粗 資本 ス トックが6,340億 円,純 資本 ス トックが4,490億 円 で,粗 資本 ス トックが

24.4倍,純 資本 ス トックが19.5倍 に増 加 して いる。1976年 度 のN/G比 率 は90.0%で あ る

の に対 し,2007年 度 の比率 は70.9%で あ る。

名古屋市 につ いて,1976年 度 の粗資本 ス トックが1,030億 円,2007年 度 の粗資本 ス トック

が11,740億 円で,11.4倍 に増加 し,1976年 度 の純 資本 ス トックは870億 円,2007年 度 の純資

本 ス トックが8,190億 円 で9.4倍 に増 加 してい る。N/G比 率 を計 算 す る と,1976年 度 は

84.7%で あ ったが,2007年 度 は69.8%に な っている。

京都市の1982年 度 の粗資本 ス トックは980億 円,純 資本 ス トックは950億 円で ある。2007

-235(235)一



第57巻 第1号

年度 の粗資本 ス トックは5,840億 円,純 資本 ス トックは4,430億 円で,粗 資本 ス トックが6.0

倍,純 資本 ス トックが4.7倍 の増加 であ る。N/G比 率 を見 ると,1982年 度 は97.5%で あ る

の に対 し,2007年 度 は75.8%で あ る。

大阪市 の1976年 度 の粗資本 ス トックは2,510億 円,純 資本 ス トックは1,970億 円,2007年

度 の粗資本 ス トックは19,610億 円,純 資本 ス トックは13,560億 円 で ある。 この間,粗 資本

ス トックは7.8倍,純 資 本 ス トック は6.9倍 に 増加 して い る。1976年 度 のN/G比 率 は

78.7%,2007年 度 は69.1%で あ る。大阪市 は全事 業者 の中で最 も開業年次 が古 く,資 本 ス

トックが古 くな って いることか ら,1976年 度 の段階で粗資本 ス トックと純資本 ス トックの

乖離が20%以 上 ある。 しか し,新 線の開業が続 き新設投資が継続的 に行われて いることか

ら,2007年 度 にな って もN/G比 率 は大 き く低下 していない。

神戸市 につ いて,粗 資本 ス トックは1977年 度 で450億 円,2007年 度 には4,750億 円 とな り

10.6倍 に増 加 して いる。一方,純 資本 ス トックは1977年 度 で450億 円,2007年 度 には3,380

億 円 とな り7.5倍 に 増加 して い る。N/G比 率 を計 算す ると,1976年 度 は99.5%で あ り,

2007年 度 は71.2%で あ る。開業以降,2000年 度 までN/G比 率 の低下 が続 いていたが,海

岸線の開業で新設投資が行われ,2005年 度 以降 は70%台 にな って いる。

最後 に,福 岡市 は京都市 と同 じく1982年 度 がベ ンチマー クで ある。1982年 度 の粗資本 ス

トックは1,010億 円,純 資本 ス トックは990億 円で ある。 そ して2007年 度 には粗 資本 ス トッ

クは6,670億 円,純 資本 ス トックは5,180億 円 とな り,前 者が6.6倍,後 者 が5.2倍 の 増加で あ

る。1982年 度 のN/G比 率 は97.9%で,2007年 度 は77.8%で あ る。

次 に,資 本 ス トックと旅客人 キロの関係を考察す る。図2に は1980年 度 か ら2007年 度 ま

で の全 事業者 の資本 ス トック当た り旅客人 キロを示 してい る。 これ によ ると,粗 資本 ス

トックで測 った場合,1980年 度 の資本 ス トック当た り旅 客人キ ロは6.6あ ったが,2007年 度

には2.2と な り1/3に 減 少 してい る⑮。純 資本 ス トックで測 って みる と,1980年 度 は7.7で

あ ったのが2007年 度 は3.1ま で 減少 してい る。1980年 度 以降,新 線 開業 によ る資本 ス トッ

クの増加が続 いて いたが輸送量 は資本 ス トックの増加 ほど伸 びず,資 本 ス トック当た り旅

客人 キロは経年的 に減少 して きた。 ただ し,2005年 度 以降の直近で見 ると下 げ止 ま りつつ

ある。

㈲ 単位は,百 万人キロ/10億 円である。
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図2資 本ス トック当たり旅客人キロ

5お わ り に

本研究では,地 方公営企業のうち公営地下鉄9事 業者の資本ス トックの試算を行った。

資本ス トックは,生 産性分析や可変費用関数を用いた費用構造分析をする場合に必要とな

る経済変数である。わが国では,内 閣府(旧 経済企画庁)が マクロベースの民間企業,社

会資本の両方の資本ス トックを推計 し公表 してきた。 しか しながら,推 計の レベルをより

ミクロベースにすると公表された統計はな く,分 析者が独自に推計する必要がある。もち

ろん,公 営事業者別の資本ス トックも公表されたものはな く,本 研究では公表された統計

をもとに事業者別の推計を試みた。

推計 した資本ス トックは,固 定資産の除却のみを考慮 した粗資本ス トックと,除 却と資

本減耗の両方を考慮 した純資本ス トックの2種 類である。推計期間は1976年 度から2007年

度で,1976年 度 に開業 していない事業者 については開業の翌年度から2007年 度の間であ

る。推計の結果,公 営地下鉄の資本ス トックは相次 ぐ新線開業によって増加が続いてお

り,粗 資本ス トックが平均で10.6倍,純 資本ス トックが平均で8.3倍に増加 している。 しか

し,新 線開業がない事業者の資本ス トックは横ばいで推移するか,資 本減耗を考慮すると

減少傾向にあることが明 らかになった。また,粗 資本ス トックと純資本ス トックを比較す

ると,2007年 度で純資本ス トックは粗資本ス トックの70%前 後で,30%程 度減価 している

ことがわかった。 しか し,開 業がない事業者の純資本ス トックは粗資本ス トックより40%

以上減価 していることがわかった。そして,資 本ス トックと旅客人キロを比較すると,資
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本ス トックの増加ほど旅客人キロは増加 しておらず,経 年的に資本ス トックが過剰になっ

ていることが明 らかになった。

最後に,資 本ス トックの推計についての問題点と今後の課題を提示 してお く。事業者の

新設投資額を直接知ることはできないため,『地方公営企業年鑑』に記載された「償却資産」

の増減に除却額の加えて新設投資額とした。事業者の除却額については公表された情報が

存在 しないため,『法人企業統計調査』の陸運業の有形固定資産減少率をもとに公営地下鉄

の除却額を求めた。 しか し,地 方公営企業である公営地下鉄が法人企業と同じパターンで

償却資産の除却を行う保証はない。この点については今後の課題とする。
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